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第３章　公契約における賃金・報酬のあり方を考える

　　はじめに

　「低入札価格の問題によって下請けの事業者や業務に従事する労働者にしわ寄せがされ、労働者の賃金の低下を招く状況になっている。…本市は、このような状況をただ見過ごすことなく先導的にこの問題に取り組んでいくことで、地方公共団体の締結する契約が豊かで安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することができるよう貢献したいと思う。」

　これは、「野田市公契約条例・前文」の一節である。

　ここには、公契約においてなぜ賃金や報酬の問題を取り上げるのか、という点についての基本的な認識が端的に示されている。あえて敷衍すれば、

①　低価格入札のしわ寄せ＝賃金の低下の実態があること、

②　こうした状況を看過できないということ、

③　そのため自治体の契約も豊かで安心の地域づくりに寄与させていくこと、である。つまり、（公契約の取り組みだけですべてが解決するわけではないが）ワーキングプア問題の解決こそが、公契約条例制定の最大の目的であることが示されている。

　事実、その後のいくつかの公契約条例制定の動きのなかでも、賃金や報酬に関する規定は必須の課題となり、さまざまな論議が積み上げられつつある。そこでは、賃金や報酬を、低いに越したことはないという「コスト」の問題としてだけ見るのではなく、そもそも賃金とは何か、という基本問題に立ち返った真摯な議論が行われている。

　本稿は、そうした状況を踏まえながら、公契約における賃金や報酬のあり方を考えるうえでの基本的な視点とともに、それを具体化し、さらに運動化していくための課題についてスケッチを試みたものである。

　　1.　いま、なぜ「ワーキングプア問題」なのか？

(１)　正規から非正規への置き換え

　ここ数年、非正規雇用問題は、日本において大きな社会問題として浮上してきた。

　もちろん、非正規雇用そのものははるか昔からあり、今に始まったことではない。では、なぜ今日の日本で、ワーキングプア問題が急浮上したのだろうか。

　一つの大きな転機と考えられるのが1997年である。金融危機を境に、政府の政策は新自由主義に大きく傾斜し、経営は短期利益・株主利益優先に転じた年であった。

　それまでも非正規雇用は徐々に増え続けていたが、正規雇用もずっと増加傾向を続けていた。ところが、1997年を境に正社員が減少傾向に転じ、正規雇用から非正規雇用への置き換えが進んでいったのである。

　もちろんそれまでもシングルマザーや中高年男性など、生計を担う人たちも非正規雇用で働いている実態はあったが、多くは、主婦パート、学生アルバイト、高齢者パートなど、主たる生計の担い手でない人たちであった。しかし、正規雇用から非正規雇用への代替が進められることにより、基幹的な業務を担い、自ら生計を担う非正規雇用が急増していくこととなった。

　こうして、それまで見過ごされてきたワーキングプアの問題が、大きな社会問題として浮上することになる。

　このことは、自治体職場においても同様であり、「官から民へ」､「人件費削減」という流れのなかで、臨時・非常勤職員の増加、既存の仕事についての外部委託が進む一方、新たに生じた行政サービスについても外注化される傾向が強まり、いわゆる「官製ワーキングプア」が広がることとなった。

＜◎正規→○非正規への代替による変化＞

主として補助的／家計補助的
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　　　　　◎　◎　◎　◎　　◎　◎　　○　○　

　　　　　◎　◎　◎　◎　　◎　◎　　○　○　

　　　　　　　　　　　　　↓　代替　　　　　　

　　　　　◎　◎　◎　◎　　○　○　　○　○　

　　　　　◎　◎　◎　◎　　○　○　　○　○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　基幹的業務

　　　　　　　　　　　　　家計稼ぎ手
(２)　日本の雇用システムと賃金

　ワーキングプアの低賃金実態を考えるうえで無視することができないのが、日本における雇用システムのあり方である。

　賃金は、募集・採用・育成・配置・評価といった一連の雇用システムの一環として考えなければならず、賃金制度だけをピックアップして変えようとする試みは、これまでの歴史のなかでおおむね失敗を繰り返してきたといえる。

　日本における雇用の類型は、おおよそ次の三つのタイプに分けて考えることができよう（これは、かつて日経連が「新時代の日本的経営」で示した三つの雇用のポートフォリオにほぼ対応している）。

＜雇用の三類型と賃金＞


　各タイプの特徴を列記すると、おおよそ次のようになる。

①　Ａタイプは、仕事によってＡ１、Ａ２の違いはあるが、特定の業務で仕事の契約をし、最初から一人前として扱われる。しかし、こうした働き方は日本では一部にとどまっている

②　Ｂタイプは、特定の業務の契約というよりは、組織のメンバーとして働き、さまざまな仕事を通じて、スキルの面でも生計費の面でも半人前→一人前になっていく、したがって賃金も上昇していく労働者である

③　Ｃタイプは、組織の正式なメンバーとはなりえず、一人前になることが想定されないまま、スキルが上昇したとしても処遇は半人前のまま据え置かれる。したがって、昇給の仕組みもなく、一時金・退職金も支払われない場合が多い

　そして、1997年から起きているのは、（Ａタイプの増加ではなく）上述のように「ＢタイプからＣタイプへの代替」に他ならない。つまり、「賃金の低下」というのは、単なる水準の低下だけでなく、賃金カーブの形状がフラット化し、それらによって必要生計費を下回ってしまうことを意味している。

　　3.　公共サービス関連労働者の賃金実態

(１)　低下し続ける自治体関連の賃金水準

　公契約における賃金・報酬には「効率と公正」の二面性があり、そのバランスが求められる。しかしながら、この間のコスト削減圧力のもとで契約代金は下がり続け(１)、自治体関連の公共サービス従事労働者の賃金は適正水準を割り込み、「効率と保障」のバランスが損なわれている実態にある。

　このことは、一方で「官製ワーキングプア」の広がりを招いており、他方で、住民サービスの低下や安全軽視につながっているとの指摘もある。

(２)　地域社会の再生と雇用・労働条件

　地域社会の活性化・再生には、地域で働き暮らす労働者の雇用と労働条件の確保が不可欠となる。効率（短期のバランスシート）だけが優先されると、結果的に地域社会そのものの疲弊を招き、ケアのための財政支出の増加、税収の低下など、中長期のバランスシートはむしろ悪化する状況が生じかねない。

　自治体の契約においても、こうした視点から、地域の労働条件低下に歯止めをかける施策が求められており、それは自治体の社会的責任ともいえる。

	

	＜短期＞　経費削減　→　　　 低価格入札 　　　→　　労働者の賃金低下　　→サービスの低下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ↓

＜長期＞　財政悪化　←　生活保護費などの増加　←　ワーキンブプアの増加

　　　　　　　　　　　　　　 税収の減少 　　

	


　　3.　そもそも賃金とは？

(１)　「生活できる賃金」の保証

　景気の低迷が続き、賃金制度見直しなどの動きが進むなかで、賃金の基本的な性格づけについても変化が生じつつある。つまり、賃金もモノと同じような意味でのコストという考え方であり、企業の支払い能力によって左右されるもの、個々人の仕事の成果に見合ったもの、という考え方が広がりつつある。

　賃金について、労働基準法は「労働の対償」と定めているが（第11条）、同時に労働条件について、「人たるに値する生活を営むための必要を充たすべきもの」と明記している（第１条）。つまり、賃金というのは何よりもまず「生計費」なのである。

　そういう意味で、先に触れた「ワーキングプア」問題は、非正規労働者を中心に、自ら生計を営む労働者でありながら、「人たるに値する生活を営む労働条件」が保障されない労働者、さらに社会保障などのセイフティネットからも排除される労働者が増えていることを示している。

　ワーキングプアをなくしていくために必要なことは、「人たるに値する生活を営むための必要を充たすべき賃金」を保証していくこと、生存費としての生活保護水準を上回る「生活賃金」を保障することである。

　ここでいう「生活賃金」とは、生命の持続だけでなく、通常の社会的生活の持続を可能にする賃金水準のことである。しかも、その水準は、当然のことながら、家族も含めた再生産可能なものでなければならない。

　もちろん、「家族を含めた」という場合の世帯モデルについて、これまでの「男性稼ぎ手モデル」から脱皮する必要があることも事実でり、新たなモデル設定が必要と思われるが（例えば１人１子モデルなど）、単身賃金であってはならないことは確かである。

(２)　法定最低賃金の問題点

　本来なら生活を保障するはずの法定最低賃金も、きわめて低い水準にとどまっている。

　日本の最低賃金は、中卒女子の初任給水準からスタートした。つまり、先述の「３類型」でいうと、Ｂタイプのもっとも低い水準に相当する。いかし、低い水準とはいってもＢタイプの労働者が想定されており、勤続を重ねても同じ賃金にとどまるということはなかったわけだ。その結果として、この「低い水準」が大きな社会問題として浮上することはなかった。

　その後、さまざまな経緯を経て、「目安制度」による地域別最低賃金に移行していくが、そこで焦点になってきたのは、最低賃金の「絶対水準」というより改定の「上げ幅」であり、水準をめぐる論議はほとんどされてこなかったといえる。

　それが変わるのは2007年の最賃法改定であり、そこで「生活保護との整合性も考慮」という規定が明文化されることになった。つまり、この規定によって「絶対水準」のあり方が問題の焦点として浮上したのである。それ以降、各都道府県における生活保護水準と最低賃金水準の乖離が問題となり、その乖離が大きかった地域を中心に、それまでになかった改定幅の改善が行われることとなった。しかし、依然として「生活賃金」の水準には達していないのが現状である。

　その背景には、「生活保護との整合性」という場合に、18歳単身世帯が想定されているという問題もあるが、そもそも、「最低賃金が生活保護を下回る」ことがモラルハザードを生むという実態を改善することは不可欠の課題であるが、そのことは「生活保護を下回らなければいい」ということを意味しない、という基本的な問題である。つまり、仕事の対価であり生計費でもある賃金と、福祉政策としての生活保護は、基本的な性格を異にするということに留意する必要がある。

(３)　同一価値労働同一賃金の原則

　ＩＬＯ第94号条約（公契約における労働条項に関する条約）は、条約の適用を受ける契約は、そのなかに次の条項を含まなければならないとしている。

　「当該労働が行われる地方において関係ある職業又は産業における同一性質の労働に対し次のもの［＝ａ）労働協約、ｂ）仲裁裁定、ｃ）法令・規則]により定められているものに劣らない有利な賃金（手当を含む）、労働時間その他の労働条件を関係労働者に確保する。」

　つまり、「当該地域の同種の職業、産業労働者の賃金を下回らないようにする」ことを義務づけるという趣旨である。

　ここで貫かれているのは、「最低保障」を超えて、「仕事に応じた均等処遇」の考え方だといっていいだろう。

　　4.　現行の公契約条例（条例案）における賃金・報酬

(１)　現行の公契約条例（条例案）における賃金・報酬に関する規定

　公務サービス労働者の賃金低下に歯止めをかけようとする動きの一つが、すでに紹介した野田市の公契約条例の取り組みである。

　では、これまでの条例制定、あるいは条令案作りのなかで、賃金・報酬についてはどのような規定が盛り込まれているのだろうか？　下記にその一部を掲げてみよう(２)。

	
	請　負　工　事
	委　　　　　託

	野田市
	２省単価＜公共工事設計労務単価（基準額）＞の８割を最低賃金に
	野田市労務職給料表の18歳初任給をもとに積算

	川崎市
	２省単価＜公共工事設計労務単価（基準額）＞に９割を乗じる
	生活保護費を基準に

	国分寺市

（案）
	２省単価＜公共工事設計労務単価（基準額）＞を勘案
	国分寺市第２行政職給料表に定める労務単価

	尼崎市

（案）
	当該業務に従事する市職員の給与額を勘案し最低額を決める

最低額は行政職高卒初任給基準を下回らない


(２)　各種の賃金・所得水準の実態

　ここで掲げられている各項目は、実際にはどのくらいの水準なのか。川崎市（神奈川県）を例にすると、次のような実態にある。

	

	＜川崎市（神奈川県）の実態＞

・公共工事設計労務単価（普通作業員）

　　　　　　　　　2011年　　時給換算　1,788円

　　　　　　　　　2010年　　時給換算　1,813円

・川崎市特定工事請負契約作業報酬下限額（普通作業員）

　　　　　　　　　2010年度の９割水準　1,632円

　　　　　　　　　　　８割水準の場合　1,497円

・民間の高卒初任給（2010年）　時給換算　960円*
・自治体技能労務職18歳初任給　　　　　　872円**
・川崎市臨時職員給与　　　　　　　 870～890円

・法定最低賃金　　　　　　　　　　　　　818円

・生活保護費***　18歳単身世帯　　　　　　893円

　　　　　　　　40代複数世帯　　　　　1,165円

	


　　　　　　　　*　　時給換算は、月額給与／7.75時間×22日、日額／８時間で試算

　　　　　　　　**　　野田市と同じ基準で試算

　　　　　　　　***　地域別最低賃金と比較される生活保護基準で、「12－19歳単身の生活扶助

　　　　　　　　　基準第１類＋第２類（冬期加算含む）＋期末一時扶助＋住宅扶助実績」

　また、先に示した野田市の規定を金額換算すると、請負工事は時給1,000円前後、委託は時給829円となる。

(３)　問題点

　以上のような現行の公契約条例における賃金・報酬の規定の仕方、そして、それらの実態水準を見ると、①なぜ、請負工事と委託で規定の仕方が異なるのか、②なぜ、委託においては、仕事の質が考慮されず、生活保護費や高卒初任給などの最低基準で済まされているのか、という基本的な問題点が浮かび上がってくる。

　つまり、これまでの公契約条例制定は、それ自体は画期的なものであるとしても、賃金・報酬の具体的な規定の仕方については、まだ不充分な点が残っていることは否めない。

　　5.　公契約における賃金・報酬のあり方

(１)　業務内容に応じた技能・技術と要員

　公契約の対象となるのは、具体的な業務内容であり、その履行には業務内容に即した技能・技術と要員が必要不可欠である。言い換えれば、経済的合理性や効率性がどんなに重要だとしても、すべての業務を未熟練のアルバイトに委ねることは明らかに不可能である。

　ところが、先に見たように、請負工事においては業務内容に応じた技能・技術と要員という考え方が貫かれているのに対して、委託ではこの考え方がまったくといっていいほど欠落している。

　では、請負工事の場合にまったく問題がないかというと、そうとも言い切れない。すでに示したように建設工事労働者の賃金は低下傾向を続けており、いまの基準が妥当かどうか、改めて問題にされるべきであろう。その際、職種によっては、すべて一律ではなく、熟練や経験を考慮した水準設定のあり方も考えられ、こうした考え方は委託においても考えられる必要がある。

(２)　委託における賃金・報酬のあり方

①　積算のあり方の見直し

　　まず、委託契約においても、業務内容に応じた技能・技術と要員という考え方を導入する必要がある。

　　具体的には、ある委託業務について、一括の積算ではなく、必要な配置（管理者、実務者、臨時職員など）を確定したうえで、それぞれに応じた人件費を乗じて積算することが妥当であろう。こうした考え方は、すでに一部の自治体で導入されており、東京都・板橋区が導入している指定管理者制度にも見ることができる。

　　例えば、2009年に板橋区が示した「職員配置基準の基本的考え方」の中には、「開館日数・時間等に基づく通常の勤務体制等を十分検討し、必要人数を積算する。併せて技能、資格、免許等が求められるポスト及び従業員数を明確にする」ことが明記されている。

②　職務内容に応じた基準設定

　　積算のあり方を見直したとして、その次に問題となるのは、それぞれの職務内容に応じてどう賃金設定を行うかである。

　　請負工事の場合は、前記のように職種ごとの「二省単価」（に係数を乗じたもの）が最低基準とされているが、委託契約においても、職種ごとに何らかの基準を設定することは可能であろう。しかし、その具体化はさまざまな職種の実態に即して行う必要があり、一律に基準を定めることは難しいと思われる。ここでは、いくつかの考え方を示すことにしよう。

　ア　「生活賃金」の保障

　　　まず、すべての職種に共通する原則として、すでに触れた「生活賃金」を下回らないことである。

　　　すでに３－(２)でも触れたように、公契約における賃金の最低規制として、生活保護に準拠することはそもそも馴染まないと考える必要があり、労働の対価であり生計費である賃金の性格に立ち返った最低規制のあり方を考える必要がある。

　イ　職種ごとの最低基準の設定

　　　第二には、職種ごとの最低基準額の設定である。

　　　野田市では、2010年の改正条例で、職種別に最低賃金を設定することが可能になった(３)。その定め方については、当該自治体職員の給与額や発注実績とするか、あるいは次項の均等・均衡の考え方に基づくかなど、まだ論点は残っているが、この考え方の基本は踏まえられなければならないだろう。

　ウ　同一地域の同種の労働者との均等・均衡

　　　第三には、同一地域の同種の労働者賃金との均等・均衡を図ることであり、これもすでに触れたＩＬＯ条約の理念に即したものである。

　　　例えば、前項の①で紹介した板橋区は、指定管理者制度の積算の参考例として、施設長、副施設長、一般従業員、非正規従業員の区分ごとに人数と人件費が示されており、とくに人件費については2010年に改正が行われ、それまでの「職員標準人件費の６割を上限」とする考え方から、「平成20年度給与実態調査結果に基づく民間の職層別平均給与額（所定内給与）に法定福利費を加算」という考え方に改められている。

　エ　職種ごとの熟練賃金の設定

　　　第四に、職種によっては、積算の際に熟練や経験を加味した要員配置を勘案することも考えられる。例えば、同じ職種のなかで、資格や経験年数に応じて「職種１」と「職種２」といった区分けが可能となる場合もあるだろう。

　　　その際に、経験年数を考慮した賃金という点については、すでに、社会福祉施設における民間施設給与改善費については、勤続尾年数に応じた「人件費加算分」が制度化されており、この考え方を幅広く導入してことは十分に考えられよう。

　　　　　　　 表３－１　社会福祉施設における民間施設給与等の取り扱いについて

　　　　　　　　　　　　 （児童福祉施設、婦人保護施設及び老人福祉施設を除く）

　　交付要綱に定める民間給与等改善費の加算率

　　１　基本分

	施設の区分
	職員１人当たりの

平均勤続年数
	民間施設給与等

改善費加算率
	左の内訳

	
	
	
	人件費加算分
	管理費加算分

	Ａ階級
	14年以上　　　　
	　16％
	　14％
	　２％

	Ｂ階級
	12年以上14年未満
	15
	13
	２

	Ｃ階級
	10年以上12年未満
	13
	11
	２

	Ｄ階級
	８年以上10年未満
	11
	９
	２

	Ｅ階級
	６年以上８年未満
	９
	７
	２

	Ｆ階級
	４年以上６年未満
	７
	５
	２

	Ｇ階級
	２年以上４年未満
	５
	３
	２

	Ｈ階級
	２年未満　　　　
	３
	１
	２


　　　また、職務資格に対応した賃金という点については、国家公務員福祉職給料表において、保育士と主任保育士については特別改善費（定額）が導入されており、他の職種にも広げていける可能性はある。

表３－２　福祉職給料表による保育単価・措置費基準などの変更

	
	1999年４月
	2003年１月現在

	
	基　　準　　点
	基準点
	金　　　　　額

	施　設　長
	行(一)４－６
	福祉２－10
	264,700

	主任保育士
	行(一)３－６×給与特別改善費1.08
	福祉２－６
	229,900＋給与特別改善費4,301

	保　育　士
	行(一)２－３×給与特別改善費1.08
	福祉１－８
	191,100＋給与特別改善費3,525

	調理員等
	行(二)１－11
	行(二)１－11
	165,500


(３)　請負工事における賃金・報酬のあり方

　前述のように、請負工事においては、委託と異なり、業務内容に応じた技能・技術が考慮されている。問題はその賃金の水準である。

　すでに紹介したＩＬＯ条約の考え方からすれば、「当該地域の同種の職業、産業労働者の賃金を下回らない」ことが原則であったが、その条件を満たしているとは思えない。

　一つの要因は、基準とされているのが「二省単価」ではなく、それに一定の係数が乗じられているという点である。

　もう一つの要因は、そもそもの「二省単価」の設定の問題であり、一定の熟練度に達した労働者（一人前労働者）が想定されているかという点である(４)。

　これらの点については、「当該地域の同種の職業、産業労働者の賃金」の正確な実態把握を行ったうえで、それとの「均等処遇」という原則に立ち返った基準設定に導いていくことが必要だと思われる(５)。

(４)　適正水準設定のための検討の場

　上記の基準の具体的な設定については、労使を含めた場で検討し合意することがきわめて重要となる。当該地域においてどの水準が相応しいかは、行政の担当局が一方的に決められるものではないからである。

　例えば、川崎市の公契約条例は「外部委員からなる審議会の審議を通じて」行うとしており、こうした仕組みを作ることは不可欠の課題となる。

　また、具体的な金額の設定に際しては、できるかぎり「同一地域の同種の労働者の賃金」の実態に近いデータを整備することが重要となる。具体的には、①厚生労働省の賃金構造基本統計調査（賃金センサス）、②都道府県の人事委員会が行っている職種別賃金実態調査のほか、③各自治体が独自に賃金実態調査を行う（後述）ことも考えられよう。

(５)　委託および請負工事契約における賃金のあり方イメージ

　「１－(２)」では、Ｂタイプ→Ｃタイプへの代替が起きていることを指摘したが、公共サービスの契約は「仕事」ごとの契約であり、特定の個人との契約ではないため、Ｃタイプ→Ｂタイプに転換させることは困難である。

　つまり、「ワーキングプアをなくす」という課題は、すでに見たような「勤続加算」の考え方を部分的に導入することはできるとしても、基本的にはＣタイプ→Ａタイプへと転換させることによって可能となるのである。


　　6.　公契約における賃金・報酬の規定について（骨子・試案）

　以上の考え方を整理すると、公契約における賃金・報酬のあり方については、次のような規定に要約することができるだろう。

	

	1.　「生活賃金」を下回らないこと

2.　同地域の同種の労働者との均等・均衡に配慮すること

3.　業務内容に対応した要員、賃金などを積み上げた積算を行うこと

4.　職種ごとに最低賃金の基準を設定すること（可能な職種については熟練賃金の基準を設定すること）

5.　その基準設定は、労使も参加した三者構成の審議会などの場で行うこと（賃金センサス、都道府県の実態調査などのデータを整備すること）

	


　　7.　何から始めるべきか？

　「地域からワーキングプアをなくす」というそもそもの目的を達成していくためには、「入札改革」を超えた幅広い取り組みの展開が不可欠となる。

　そうした運動の展開に際して参考になるのが、アメリカにおけるリビングウェイジ条例化の取り組みであろう。これは、自治体発注の公共サービス従事労働者の賃金底上げをめざし、10年がかりの住民運動を通じて条例化が実現になったものである。公契約条例制定に際しても、自治体首長や議会の取り組みにとどまらず、市民・住民の参加による運動にしていく必要がある。

　具体的に着手する運動課題としては、下記のようなことが考えられる。

(１)　公共サービス関連労働者の賃金実態把握

　運動を開始する出発点となるのは、公共サービス関連労働者たちがどんな賃金実態にあるか、具体的に把握することである。まずは各自治体の責任で調査を実施させ、それを公表させる取り組みが必要となる。

　同時に、職種ごとの賃金比較が可能となるよう、地域における同種労働者の賃金実態についても、同様の実態把握を行う必要がある。

(２)　○○県・○○市の「生活賃金目安」の設定

　これまで繰り返し強調してきた「生活賃金」は、地方・地域によって異なる。そこで、当該地域の「生活賃金」がどのくらいの水準なのか、これも各自治体ごとに算出する必要がある。

①　各地域における「生活賃金」の試算

　　各地域において、マーケットバスケット方式による積み上げにより「生活賃金」の試算を行い、可能であれば議会などの場において、住民共通の「目安」（あるいは「目標」）として確認する。

	

	◇試算例：「連合リヴィングウェイジ」（2008年・さいたま市）

　　　単身（男性）　　　　　月額　152,000　　　　時間額　　920

　　　親（男性）・子１人　　　　　204,000　　　　　　　　1,240

　　　夫婦・子１人　　　　　　　　267,000　　　　　　　　1,620

	


②　「生活賃金目安」の活用

　　上記の「生活賃金目安」を、例えば、(ア)総合評価方式の入札における評価基準や、(イ)自治体の調達指針に盛り込んだり、(ウ)自治体決議として確認するなど、可能な範囲で活用していく。

(３)　「地域から時給○○円以下をなくす」運動の展開

　「ワーキングプアをなくす」ということは、端的にいえば「○○円以下の賃金をなくす」ということに他ならない。そして、その水準は「生活賃金」目安を上回る水準でなければならない。こうした要求が、当該労働者はもちろんのこと、公共サービスの提供を受ける住民・市民にも共有され、広がっていくことが重要であり、そうした住民の意思を集約するものこそが条例制定だといえる。

(４)　法定最低賃金の引き上げ

　公契約条例は、地域における賃金底上げの一有力手段ではあるが、それがカバーする労働者の範囲は、量的にも職種的にもかなり限定されざるを得ない。したがって、地域全体の労働条件底上げを実現していくには、法定最低賃金の引き上げが不可欠となる。

　その際に、単身者・未熟練者を想定した最低賃金額だけでなく、熟練や年齢（生計費）をも考慮した設定についても検討していく必要があると思われる。

　以上のように、「○○円以下の賃金をなくす」運動、公契約条例制定の運動、そして最低賃金引き上げの運動は、一体のものと進められることがきわめて重要な課題となっているのである。

　各労働組合も、当該職種に関わるすべての労働者を視野に、企業内における最低賃金の協定化の取り組みを強化し、それを地域の労働者の底上げ、法定最低賃金の引き上げの取り組みに結びつけていくことが求められている。

　　おわりに

　「ワーキングプアをなくす」。この課題は、いまの日本社会において退っ引きならない課題として浮上している。その具体的取り組みの一つが、いま徐々に広がりを見せつつある公契約条例の制定である。「現状を見過ごせない」という自治体首長の強い思いが、賃金・報酬の最低規制の設定として具体化したものだ。いまの日本経済の状況が好転しない限り、こうした取り組みも広がって行かざるを得ないだろう。

　そこで問われているのは、労働組合の対応である。「恵まれた存在」と揶揄される労働組合が、「ワーキングプアをなくす」という課題を本当に自らの課題にできるのか、そのために何ができるのか、待ったなしの課題として突きつけられている。

　その課題とは、入札の改革というよりは、賃金の底上げに他ならない。そこに焦点を当てるなら、労働組合としてできる課題、しなければならない課題は、自ずと見えてくるはずである。本稿が、条例における賃金・報酬の規定ぶりだけでなく、最低賃金引き上げも含めた運動課題に触れざるを得なかった理由もそこにある。

　公契約条例制定の運動は、労働組合とって、社会運動に転化できるかどうかの試金石だといってもいいだろう。
































































































































































(１)　今まで正規がやっていた仕事


　　　　→非正規が担う（＝基幹的）





(２)　今までなら正規だった労働者


　　　　→非正規で働く（＝稼ぎ手）


｜


 ワーキングプア 








(１)　具体的データについては、本報告書７頁を参照。


(２)　その詳細については、本報告書28頁以下を参照。


(３)　具体的な内容については本報告書32頁以下を参照。


(４)　設計労務単価の問題点については、厚労省・農水省・国交省「公共工事設計労務単価のあり方検討会報告書」（2009）も、いくつかの課題を指摘しているが、まだ実行に向けた動きは見られない。


(５)　なお、全建総連は、当該職種労働者の過半数に適用される「協約賃金」に基づいた基準設定を提起している。これはＩＬＯ条約に則った有力な考え方だといえるが、実態として協約賃金はまだ成立していない。
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